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｢生産の社会化｣と社会主義的所有

芦 田 文 夫

1

1930年代以来の全面的な中央集権的管理の改革の必要性が意識 されるように

なるとともに, ｢国家的所有｣についてのかつての ｢スター リン命題｣が批判

されるようになってきた,そのなかか ら.社会主義的所有の内的な構造の展開

とその実質的な横能化,すなわち企業や個人などさまざまな経済的主体か らな

りたっ多元的 ･重層的なその ヒエラルヒ-的構造をあきらかに し,それ らのあ

いだでの民主主義の展開,民主集中制の原則にもとづ く機能的展開をほかって

い くという課題があらたに捉起されて くるようになった｡そのさい,1960年代

頃からの社会主義諸国でのあたらしい ｢所有論争｣において理論的な焦点 とな

っていたのは,所有範晴 と生産関係の体系全体 (なによりも, ｢直接的生産過

程｣- ｢分配過程｣- ｢交換過程｣- ｢消費過程｣) との相互関係いかん とい

うことであ り,それを基礎にした ｢国家｣ - ｢企業｣- ｢個人｣ との相互関係

の問題であった,といえようl)O その後.これ らをめ ぐるいわば概念的論争が

いちお うの くぎりをつけたところで,1970年代にはい り,社会主義的所有の現

実の展開過程を具体的に追跡 していこうとするあたらしい動 きがみられるよう

になったoそれ らは, 1っは, ｢生産の社会化｣の実際の発展との相互関係に

そ くしての展開,2つは,計画や管理の ｢経済運営 xo357iicT】】OBaHlTe,のメカニ

ズム｣の改善 との相互関係にそくしての展開,3っほ,｢階級論-国家論｣.ち

るいは ｢官僚制｣の問題 とかかわっての展開, とい う方向に大 きくわけられる

ように思われる8).

1) 詳細については,芦田文夫 ｢社会主義的所有と価値論｣,昭和51年,参照｡
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われわれ は, かつ て,現存社会主義 の対 照的 な典型 で あ る ｢ソ連の途｣ と

｢ユ ーゴス ラビアの途｣ との対比 のなかか ら,社会主義 的所有 の展開過程 につ

いて,それ を次 の よ うな 3っ の相互関係の総体 の なかでた どってい くとい う視

点 を整理 しておいた ことが あ る∂)O す なわ ち, そ0)第- は,社会 主義的所 有 に

お け る労働 者 と生産手段 の ｢直接的 な結合｣ とい う契棟 とそれ らの ｢社会 的 な

統合｣ とい う契横 とのあいだの相互関係 で あるO社会主義 の もとでは, ｢資本

(生産手段)が生産者た ちの所有 に, とい -,て ももはや個 々別 々の生産者 た ち

の私的所 有 と してのそれ では な く,結合 され た生産者 で ある彼 らの所有 として

の ･直接的 な社会所 有 と しての ･所有 に,再転化す る｣4)｡す なわ ち, ｢個 々別

J5の生産者｣ が資本主義 時代 に達成 された ｢恕二会 的生産様式｣ に も と づ い て

2) これらについて払 1973年末にカザソ大学で ｢社会的生産組織形態の改善と封二会主義的所有の

TLILC･cmbCOeePLuelLCm80BafLue〆op〟 oeufeCrneeTtTWaOPZafiLLBaqEta nPOL830OaCmea.19741

がそo)概観をあたPLてくれるo この学術会議に主報告名として登場した次のような研究者の著作

をあわせてみることによって, これらの動向をほぼつかむことができよう｡在)I/二ソグラード

大学の IiA 7toJIeCOBを中心とするグループの社会主義的所有と ｢生産の社会化｣にかんする

一連の研究｡⑳B中.CeMeHOZ),Pa30unZLleCOqaaJ2uCmLIVeC〝OLico6cmeeFtfhcmLL8yCJWeuRX
FC0,好̂tyFLuCmLltLeCFl020CmPOELmeJlbCmOa,1975･◎ JIM A6aJIKElR.XoBXaCmeehrJLbLEZ JWeXa-

FtuSJWPaBCunW20COLiaaJmCmutleC〟02006uLeCmBa,1973 ◎ a a CHrOE.0606LLLeCmq,GefiuC

TtPCra380∂cmeLZaPa30LLmLLeCLLCmCJWbLyapaeノWfLLLRaTCOTLÔLLLfrOEr.1977･㊨ nq peAat(LITTefI

E BJlaAOBa74A H LIepKOBTla,PaBOa7mLeCmLIlaJ2aCma甘eC〟Odo6qecmoeTLfiOLIco6cmCC･

flfLOCmLL,1980 ◎ A M,EpeMml.OmfW LLLeftaR COqLEaJuLCmLtqeClEOa CO6C7TWeFIWCmu Z1

3T60〃OMLtEEeCFrOe y/リaeJgefttEe,1973･ nob peAattEItle,,A･A.EpeMlJHa,06hLCC仇OefiTtag

co6cmecFif10Cn7bPa38uTnO20COEiLLaJWcmatleC〟02006uLeCmBa.1979

なお, l国家論｣にかかわってのソj垂における最近の展開については.岡EE主巨,社会主義経済

における国家- ソ連邦での最近の論議によせて- .｢東京外国語大学論集｣30,昭和55年.

を参照｡その他に.PoJ2b20Cy∂apcmeaeBh'0〟OJWuqreC〝ON PGBeamuaCO巧ua,PLLCTTuLEieC〝020

06LLieC･mBaeCOePe〟eliFLbJX yC-･aOeaPX,1970･ A I4 3araflHOB,CoLiaaJILICmEE甘eclEOeZOCy-

∂apcmeoLEBah70fiu 31(OfW îLITCLE,1975 CoLiaLZJuLC-LIMCJCOeaOCy∂apcm80ELynpaqJ2eftue

afJOuO〟uHOd,1975 などがその概観をあたえてくれる.ソ連における展開の多くは. ｢経済運

営のメカニズム静｣とかさなってくるような方向からの接近である｡これに対して,｢民主主義

論｣｢官僚制論｣の:方向からの接近の典型は, W.Brus,Socid iSt m erSん砂 のd きりZuicaZ

sySfems.1975.-ゲデュ-シ-.平泉公雄訳 ｢社会主義と官僚制⊥ 昭和55年,であろう｡われ

われは, これら両者をだ合していくような方向が正しいcDではないかと考えら.

3) 芦田文夫.社会主義の多様性と所有論 ･商品論,藤田男前 ｢講座.史的唯物論と現代｣籍6巻

｢社会主義｣.昭和54年,参鳳｡

4) マルクス ｢資大詰｣,大月南信版,全集,第25巻 8,557ページ｡
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｢結合された生産者｣ とい う ｢社会的な｣形態に変化 しなが ら,所有の基本的

な性格の転化,対立的なかたちでの所有 と労働 との分離 か ら両者が 結合 した

｢直接的な｣所有への転化がもたらされてい くのである｡第二は, l共同的労

傍か｣ ｢共同的所有｣の契機 と ｢個別的労働｣ ｢個別的所有｣a)契俵 とのあいだ

の相互関係である｡ ｢社会的な統合｣は, ｢共同的労働｣ ｢共同的所有｣ とい

う契機を規定するが,同時に ｢直接的な結合｣は.それぞれの労働名が ｢個別

的労働｣にもとづいて参加 し. それ ぞれが をの手段 .条件 ･果実の処分にかん

して権利をもっという ｢個別的所有｣ の契機を規定する5)O第三は,これらの

契機の国家を7:ことする上からの展開と企業を基礎 とする下か らの展開 とのあ

いだの相互関係である.社会主義的所有は,このように相互に区別 される諸契

楼- ｢直接的な結合 lと ｢社会的な統合｣, あるいは ー個別的所有｣ と ｢共

同的所有｣- の統一 よりなると考 えられるが,それぞれの成熟の諸条件は時

によって所によってまちまちである｡そ して,国家権力をてことする社会的所

有の確立ののち6),生産の ｢実際の社会化｣ (レーニン) の過程のなかで,い

ずれかの契機が展開の基軸 となってそれぞれが一面で相互に対立 しあいなが ら

他面で相互に促進 しあい.共産主義段階での ｢直接的な結合｣ と ｢社会的な統

合｣ との, ｢個別的所有｣ と ｢共同的所有｣ との高次の統一にむかって成熟を

とげてい くOそのさいの諾契機≡の相互関係,その芋まざまな組合せの相違が,

社会主義的所有の展開過程における多様性を うみだして くるように思われるの

であるO

あわせて,その多様性を もた らす現実的根拠についても,それには次の二つ

の要因が大きくかかわって くるのではないか とい うことにふれておいたOひと

つは,ここでとりあげようとする ｢生産の社会化｣の水準である｡ もうひとつ

5) ｢資本論｣第1巻第24章第7節 ｢資本主義的蓄積の歴史懐向｣のなかのいわゆる ｢否定の否
定｣による｢個人的所有の再建｣の論理,おなじく第3巻第27章 ｢資本主義的生産における借用
の役割｣のなかの三段階による所有の｢市転化｣の論理を参照｡

6) ェンゲルス｢プT=レク1)アートは国家権力を掌蛭し,生産手段なまずはじ釧こは国家的所有に
転する｣ (｢反デューリソグ論｣.大月香店版全集,弟20巻,289ベーブ)｡
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は,そのような客観的な構造によって制約されつつも相対的に独自に展開され

る主体的な運動であって, ｢自主的な管理｣, ｢自由と民主主義｣ という こと

と ｢社会的な管理｣, ｢社会的連帯｣ ということにかかわる労働者階級として

の成熟度,社会主義的民主主義の成熟の程度である｡

本稿は,社会主義的所有の展開過程に ｢生産の超二会化｣の要田がどのような

かかわりをもって くるかということを, ｢ソ連の途｣ と ｢ユーゴの途｣とにそ

くして実証的に追跡 してい くなかで,その理論化についてのとりあえずのてが

かりをえようとするものであるoLたがって,しばしば論争問題ともなってい

る ｢生産の社会化｣概念そのものの理論的検討を直接の課題とするものではな

いDただ,以下の展開に最小限必要なかぎりで. ｢生産の社会化｣なるものの

内容について,ほじ桝 こ若干のコメ./トをあたえておかなければならないであ

ろう｡

｢生産の社会化｣とは,ふつう,分離 している生産過程が 1っのものに融合

していくことによってその社会的性格が深化 していく過程 とされ,企業内分業

と社会内分業のそれぞれにそくしてたどられるO コメントのひとつは.生産力

と生産関係との相互関係のなかにおけるその位置づけにかかわってである.近

午,社会主義国においても,生産関係の体系を,a)｢労働的技術的関係｣ (メ

-ゴ7) ｢技術的経済的関係｣ (チェルコペッツ) ｢組織的経済的関係｣ (7

パルキン,セ ミョーノフ) と呼ばれるもの (生産の集積と集中,分業と協業,

専門化と協業化などが その中心をなす) と,b) 所有関係を軸 とする狭義の生

産諸関係といわれるものとにわけ,それ らのあいだを ｢生産力｣- ｢生産関係

a)｣- ｢生産関係 も)｣ というつなが りでいっそう具体化していこうとする

志向が一般的になりつつあるようであるOそのさい, ｢生産の社会化｣概念が

この ｢生産関係 a)｣にすぐれてかかわるものとして位置づけられて くるのであ

るOそして, ｢生産の社会化｣概念についても,それが生産力と生産関係のあ

いだにたっ限界的概念であるといわれた り,生産力的側面 と生産関係的側面 と

をあわせもつといわれたりして,それらが a)磯械化や自動化,電化 化学化
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などの ｢物質的 ･技術的基礎｣- b)生産の集積 と集中,分業 と協業,専門化

と協業化,令同化 とコンビナー ト化などの ｢生産の社会化｣ とい うつなが りで,

具体的に展開され ようとする｡ さらに, この ｢生産関係 a)｣には,たんに生

産力と生産関係の問題だけでなく,それ らと上部構造 との相互関係の問題 もま

たかかわってくるのである｡近年. ｢組織的経済的関係｣ といった概念であら

わされるようなものが,生産関係の本質的規定にととまらずその構造的な展開

あるいは機能的な展開をおこなお うとするぼあい必要 となって くることは,一

般に是認され るようになってきたOただ. これを ｢組織的関係｣ と呼んで,そ

のなかに計画や管理など人間の意識的な行動をつうじての実現形態のすべてを

もふ くませることには,当然批判 もだされているoたとえば,チ ェルコべ ッツ

などは,｢生産力｣- ｢生産関係 a)｣- ｢生産関係 b)｣ と区別された.その

すべてにかかわる実現諸形態,｢上部構造的諸関係｣としての ｢組織的経済的関

係｣ ｢管理関係｣がありうるとしているOいずれにしても,います ぐれてこの

ような ｢生産関係 a)｣ とかかわって,｢経済運営のメカニズム｣ (計画化,管

理.｢経営計算制｣,経済的刺激など) との相互関係の問題が展開され ようとし

ているのである0本満で ｢生産の社会化｣ としてとりあげようとするのは,以

上の ｢生産関係 a)｣ とかかわって くるような生産の集帯 と集中, 分業 と協業,

専門化 と協業化,合同化 とコンビナ- 卜化などの諸形態がその主要な内容をな

している｡そのさい,その ｢物質的 ･技術的基礎｣ と呼ばれるものについては,

それが うえの諸形態をつ うじてあらわれて くるかぎりでしか問題 とは しなかっ

たo また. ｢経済運営のメカニズム｣ とつなが ってい くものについて も,別の

稿を予定 しているのでそれにゆず ることにし それ-の接点を意識する以上に

は くわしくふれなか った7)o

もうひとつのコメントは, ｢生産の社会化｣概念を構成する諸モメソトにか

かわってであるo社会主義国において も, これをその客観的要田- ｢生産手段

7)本稿は,社会主義的所有範喝の具体的展開をとりあつかったわたくしの一連の研究- ①｢生
産の社会化｣と社会主義的所有,②社会主義的所有と｢歴済的メカニズム｣,③社会主義的所有
と｢階級論-国家論｣- の一部をなすものである.
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の社会化｣ と主体的要因- ｢労働の社会化｣ とにわけて考察 していこうとする

こころみを しば しばみうけるようになった｡そ して,そのさい,労働の分業 と

協業,精神的労働 と肉体的労働などの相且関係は,す ぐれて社会主義的所有に

おける労働者 と生産手段の ｢直接的な結合｣の契機にかかわって くるものであ

ろう｡ しか し, この所有 と管理における決定をめぐる問題についても,さきに

こではとくに ｢労働の社会化｣概念として具体化 してとりだ して くることは し

なかった｡

ⅠⅠ

ソ連における社会主義的所有展開の初発の特徴は,なによりも,国家権力を

そことする労働者階級 と生産手段 との再結合 という枠組みの確立のもとで,国

家による上からの醇力的な社会的分業構造の変乱 上か らの ｢社会的な統合｣

の契枚が基軸におかれ,それにもとづいて ｢社会的計画化｣と｢社会的生産力｣

向上の課題にたちむかお うとされたところにあった,といえるであろうO これ

を規定 したのは,い うまでもなく.革命前 ロシアの技術水準 と産業構造の後進

性,国内では農民が圧倒的多数を しめ国際的には帝国主義諸国による軍事的政

治的包国を うけるというきび しい階級配置.そのもとでの一国社会主義建設の

深慮,最短期間での工業JJと国防)Jの強化の課題であったO このなかで,国家

による中央集権的な蓄積 と投資の方式.｣_からの全面的な管理のメカニズムが,

1930年代以来の特徴をなすものとしてかたちづ くられてきたのである｡

このJ:うなもとでの ｢生産の社会化｣は,どのような特徴をもっていたであ

ろうか8)o まず, 産業構造の次元においては,それが軍需産業の基盤 ともなり

うる ｢在来型重工業｣ (石炭,鉄鋼,重機械など)への圧倒的な傾斜のもとに

お こなわれたことであろうOつぎに.企業の次元においては,多数の既存の中

8) 第Ⅱ節の資料的うらづけについては,別の稀 (長砂東･芦田文夫縮 ｢ソ連社会主義論-現状と
課題-J,1981年 3月,大月番店より刊行予定)であたえておいたので,ここではその展開の基
本胸筋途だけを述べるにとどめた.
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小の企業のうえにそびえたっ少数の巨大な ｢万能型企業｣という構造的特徴で

ある｡それが,従来の社会的分業 ･協業 (および地域的分業 ･協業)の自生的

基盤から隔絶したものであったために,ある部門,ある地域の多様な需要にこ

たえる専門化されない多品目の生産物を生産する企業とならざるなえず,また

それぞれの企業内部で必要な資材,部品,準備品の調達や修理を自足的にまか

なう多数の小職場,準備工程小職場,補助工程小職場をかかえこまざるをえな

いという構造になっていたoLたが って,生産の ｢集積 ･集中｣の水準はきわめ

て高いのに,｢専門化｣(｢製品別専門化 11PeAMeTI寸a5TCITeW aJImallMr｣,なかん

ず く ｢部品Bu専門化 rloJIeTaJE6IIa51CrleLl打aJm3allllFl｣,｢技術工程専門化 TeXHO-

JIO｢HtleCHa5ICrEell打aJtFr3al叩SI｣)の水準は劣っている,という全般的な特徴をつ

よくもっていた｡なかでも,労働者の要因にかんする ｢集積 ･集中｣の水準が,

生産手段の要因にかんするそれをはるかにうわまわっていた｡

このような制約をもっていたにもかかわらず,ソ連は戦前の2っの五力年計

画によって,総体としては,近代的な技術水準と産業構造をそなえた工業国-

の転化をなしとげたのである｡

ところが,1950年代の後半,とくに60年代になって,投資や生産手段の効率

的な利用ということや生産と欲望 ･消費との照応ということが本来的に追求さ
インチニノ+/グ

れるようになる ｢生産の内包的発展｣の段階-の移行にともなって,これまで

の中央集権的な蓄積 と計幽 ･管理の方式がもつ欠陥が鋭 く指摘されて くるよう

になる｡そして,この ｢質と効率の向上｣の幕題追求に お け る企業の関心.

｢企業の自主性｣の拡大の方向が うちだされ. や が て 1965年 9月の ｢経済改

革｣にむかって結実 していくのであるO ｢経済改革｣のなかで,企業の自己菩

横による自己投資の比重が.Slえ,またその生産手段の利用がそれぞれの企業の

生産 ･経営活動のなかにとりこまれそれと結びつけておこなわれるように変え

られようとしたOこれを ｢生産の社会化｣ とのかかわりでみれば,企業の生産

過程そのもののなかでの集積,そのいっそうの専門化とそれにもとづ く企業と

企業 とのあいだの横の有機的な協業化, つ ま りは企業を基礎とする下からの
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｢生産の社会化｣,下からの ｢社会的な統合｣の展開であった｡ もともと.｢力

の最小の消費｣による自覚的な人間と自然 とのあいだの物質代謝の制御 として

の社会主義的効率化の概念のなかには, ｢社会化された人間,結合された生産

者たち｣の ｢共同的規制｣が, ｢諸個人の自由な個性｣, 諸個人の 自発性 と創

意性にもとづ くものであり,そのような ｢自由な自覚的な連合｣による共同的

規制であることを不可欠の契機 として含んでいるが9), いまこのような個人や

企業集団の ｢自主性｣ と結びついた ｢効率性｣があらたに追求されてくるよう

になったのだと考えることができようO国家をてことする上からの ｢生産の社

会化｣- ｢効率化 (計圃了性を主要契機 とする〕｣ の展開のうちに,やがて企

業を基礎 とする下からの ｢生産の社会化｣- ｢効率化 (自主性を主要契機 と

する)｣ の課題が提起されざるをえなくなってくるということの なかに,社会

主義的本質の復元力のあらわれをみてとることができるように思われるのであ

る｡

しかしながら,他方で, ソ連の ｢経済改革｣は, ｢効率化｣- ｢生産の社

会化｣ということがその展開の基軸におかれ, ｢自主性｣や ｢民主化｣がその

もの自体で追求されたものではない. というところからくる制約を大きくかか

えこんでいた｡ ｢効率化｣- ｢生産の社会化｣をめぐる国家を七三とする上

からの展開と企業を基礎 とする下からの展開とが対立 しあうようになるはあい

には.同じ ｢効率化｣- 1生産の社会化｣の論 理 次 元 の うえ で, 企業の

｢分権化｣や ｢自主性｣, いわんや ｢民主化｣ に容易にある枠がはめられるよ

うになるからであるC しば しば指摘されるように, ソ連の ｢経済改革｣では,

生産手段の配分における直接的連関 と分権化および価格形成の分権化と弾力化

の点でまだ決定的なfEIJ限が残されているのである｡いま, ｢生産の社会化｣ と

のかかわ りでは,企業の自己等環 とその自己投資-の利用の比重が小さいこと

が問題とされなければならないであろうO現存,工業総=投資額の4分の3が国

家による中央集中的投資で,あとの4分の 1が企業の生産発展フォンドやその

9) マルクス｢資本論｣大月菌店版全集,第25巻1051ぺ-ジ｡
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他の非集中的投資であるとされており,しばしば後者の比重を数倍に引上げる

べきではないかという提案す らみられる｡ しかしながら,この企業でつみたて

られた生産発展フォンドが実際に投資されてい く利用率がまた低いのである10㌔

この原因として,非集中的投資のはあい資材 ･技術や建設 ･修理の現物的補給

が十分にともなわないことがあげられるが,しかし1972-74年にこれらも国家

投資と同様に国家計画 ･部門計画で保証されるように変更されたにもかかわら

ず,事情は改善されていないようであるo ここには,蓄積の額が小さくて必要

な投資需要にみあわないといわれる問題.それを企業間で総合的に利用するこ

とが困難 であるといわれる問題などがかかわっているように思えるのである｡

そして,このようなソ連における ｢経済改革｣の制約をもたらした諸要田を

考えていくとき,その背後に ｢生産の社会化｣の現代的な水準からのたちおく

れ とでもいうべき深刻な問題がよこたわっていることにきづくのである∩

ひとつは,産業構造の次元にかんして,原子力産業や電子工業などを軸 とす

る現代の科学技術進歩に即応する先端産業部門,インフラストラクチュアの領

域,および流通やサービスなどの第三次産業部門のたちおくれであるo ソ連は,

これを克服 していかなければならない緊急の課題をかかえ,そのためには国家

による集中的な方式,上からの ｢生産の社会化｣のかなりの比重を必要とするO

これには, シべ l)アヤ中央アジアなどの膨大なフT:ソティアの開拓問題などが

つけ加わるであろう｡これらは.国際的分業からの促迫,帝国主義諸国にたい

する軍事戦略上からも至上命令的な性格を もつものであって,他方の国家独占㌔

資本主義のもとでの国家を先頭にたてた蓄環に対抗 していかなければならない

のである｡

もうひとつは,企業の次元にかんして,その ｢専門化｣水準のたちおくれで

ある｡アメリカにたいするソ連工業の労働生産性水準は55%という格差をあけ

10) 1973年の資料で,ガス工業で571%,石炭工業で633D/0,自動車工業で67.3%,畜産機械製作
業で66･7%.軽工業.食品工業用機械製作業で6390/.であった｡(10 3.Cy6oLU(蝿 Paaeumae

o62'eaLtfECftLE虎 oJlPOn uuLJW fEfiOCm〟,1977,C.189)
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られているが,そのうち約 3-4割はこの ｢専門化｣水準のおくれに起因 して

いるといわれている｡すでにふれたように, ｢製品別専門化｣す ら不十分な非

専門的多品 目生産物をかかえた巨大な ｢万能型企業｣が,一方では,多数の中

小の企業と隔絶 して存在するOこの点では,たとえはアメ.)カの機械製作部門

でも中小企業の数は多いがそれが大企業の分業 .協業体系のなかにとりこまれ

て相当高度な技術装備皮をそなえているのに, ソ連のぼあいはその隔絶が大き

いところに問題があるといわれるO他方では, ｢万能型企業｣自身のなかに資

胡 ･部品 .技術の自足的な調達のための多数の小職場をかかえL=んでいる｡全

般的にいって,1960年代に,ほとんどの工業部門で多くの企業が ｢製品別専門

化｣型のものに転化 したとされ,いまさらに ｢部品別専門化｣ ｢技術工程専門

化｣へという課題が大きくクローズア､.,プされてきているのである0枚械製作

部門を例にとると,現在その ｢部品別専門化｣の段階に達 している企業による

生産高の比重は 2割をこえないであろうとみられ,この課題達成のた桝こはあ

と15-20年を要するものとされている｡そして,このためには高度に専門化さ

れた企業間での投資の稔合性 とその額の大規模化が必要 とされ,この事情がさ

きの企業の生産発展フォソドの実際の利用率の低さと関連しているように思え

るのである｡

このことは,近年の ｢生産合同体 11pOH3t1011CTBeIIHOeO6′beZtlmeHHe｣をめく

る動きのなかにもよくあらわれている｡ ｢生産合同体｣は,いくつかの企業が

合同して形成される生産の集積 .集中のいちだんとすすんだ形態 で あ るが,

｢生産の社会化｣の観点からみるとき,次のような特徴づけをあたえることが

できるであろう｡ 1つは,再生産の一連の諸階梯 (｢科学研究｣- ｢企画化｣-

｢技術的準備｣- ｢生産｣- ｢販売｣- ｢消費｣) のそれぞれにたずさわる諸

企業と諸機関が合同した ものである, といl'7ことである｡ もう1っは, ｢部品

別専門化｣ ｢技術工程専門化｣などより高い専門化水準にある諸企業が合同し

た ｢多数工場型企業 MrrOrO3a730即 LLeJTPeAllpr,刃TI柑｣(これまでの ｢甲一工場型

企業 Oノ叩03aBOAHHenpeArTpII57TI柑｣とは異なった)である, ということであろ
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う｡1978年には,工業でのこのような ｢生産合同体｣は,生産高の463%,労

働者数の47.3%を しめるにいた り,現代における ｢生産の社会化｣の中心的な

形態の位置にすえられようとしているのである｡実際においても,いまでは も

う単一企業の枠をはるかにこえるようになった現代の科学技術を国家的計画 . i

部門的計画 と連繋 して開発 しすみやかに生産に導入してい くうえでも,また,

投資資金が大規模化され専門化 と協業化の藷工場 .企業Gr)全体系をみわた した

その利用の総合性がいちぢるしくたかめられ るといううえでも,｢生産合同体｣

が大 きな優位性を示 していることが強調 されている｡同様に, ｢販売｣｢消費｣

とあ連関の面について も,生産物の大量を集中していること,消費者企業 ･機

関 との広範な連関をもっていること,専門的科学研究部門を有 していることな

どによって,社会的欲求や需要の調色 充足の課題に ｢生産合同体｣がよりこ

たえうるものとなっていることが指摘されている｡

そ して,このような大規模な総合的な ｢生産合同体｣を基盤にして,いま,

一方ではその自主性のいっそうの拡大ということが,他方では中央集中的な計

画的規制の機能強化ということが,平行 してすすめられようとしているのであ
九 ズ ヲ ス ナ ヨ- ト

る｡すなわち,より集中化された投資の形成 と利用にたい して ｢経営計算制｣

の原則がより強化 して適用 され,そのさいの自主性が拡大されようとしてお り.

科学技術の領域においても,その予&rJ,調査研究,開発,導入などでもっと広

範な権限があたえられ ようとしている｡ところが,それは これまでの国家 と企

業 とのあいだの,中央集中的投資 と非中央集中的投資 とのあいだの磯能区分の

整備を必要 とするものであ り,そのうえで中央集中的計画化の括動の賢の向上

と機能弘化が逆にとなえられてい くのであるCまた,24回党大会,25回党大会,

昨年 7月の計画 ･経済運営の改善措置にもみ られ るように,消費資料について

だけでな く,生産手段,資材 -技術について も, ｢生産合同俸｣間, ｢生産 合

同体｣ と供給 ･販売機閑,商業機閑 との間の長期的な経済契約,直接的連関の

強化,卸売商業化の方向が うちだされようとしているのであるOだが, このば

あいにも,このように巨大化 し少数化 Lより安定化 した商 T.Pr.流 通, 資材 .技
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節 .資源の配分にたいして,中央集中的な計画的規制の強化 ということがあわ

せておこなわれようとしている｡

ここでなによりも留意されなければならない問題は,このような ｢生産の封二

.会化｣の発展と生産単位の ｢経済的自主性｣の展開との相互関係であろう｡そ

のひとつは, ｢生産合l司体｣の自主性を砂くる問題であって,さきにふれた国

民経済の次元,産業構造の次元における現代的社会化水準のたちおくれとかか

わって,今後 どのような動向をしめしてい くかである｡他は, ｢生産合同体｣

を構成する各生産単位,かつての ｢単一工場塑企業｣の ｢自主性｣をめぐる問

題であるC,つまり,1965年の ｢経済改革｣で企業の ｢自主性｣の拡大がうちだ

されながら,そのときすでに現代的な科学技術進歩と ｢生産の社会化｣の要請

は企業の枠をこえたところに移つ りつつあり,そのため企業の自主性が十分に

開花しないままに, もうひとつ上の ｢生産合同体｣に統合されていこうとする

ところからくる問題であるC.これは, ソ連においても,投資決定や商品として

の生産物の実現における ｢自主性｣をもたないその構成生産単位の ｢内部経営

計算制 BHyTpellmT苑 Xo3PaCtleT｣にどのようにして厳密な効率計算を貫徹させ

ていくか, というかたちをとって論議されている問題 ともかかわって くるもの

であろうが,そこにはたんなる ｢効率性｣の問題をこえた ｢自主性｣の問題が

よこたわっているのであるOさらに,それは ｢自主性｣- ｢民主化｣のもっと

大 きい問題につながってい くものでもあった｡管】聾者集団の構成および ｢常設

生産評議会｣をつうじての参加がますます上方にとおさかってい くのではない

か,としばしば指摘される懸念であるo

III

3--ゴスラビアにおける社会主義的所有展開の特徴は,なに よ りもそれが

｢国家｣をそことする社会的所有 ｢国家的所有｣の形骸化 ということにたい

するもっとも徹底 した批判として提起されてきたところにあるであろうOすな

わち,労働者 と生産手段 との再結合が国家によって聞凄的に媒介されているこ
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とによって,その共同所有者の ｢代行者｣ としての国家が労働者から自立化し.

国家と労働者とのあいだのあたかも ｢賃労働関係｣のような新 しい形態での疎

外をうみだす,とされるのである｡また,国家をてことする上からの ｢生産の

社会化｣についても,それが ｢社会的労働のみせかけの統合形態｣ で あ り,

｢労働組織は,相互に孤立 した, 『ア トム化』 したものにとどまり,ひいては

経済の外延的性格が増すことになった｣11), と耽判されるO そして,このよう

な形態の疎外をも克服する途は, ｢労働する人間が,自己の労働 と創 造 の手

段 ･条件 ･果実を直接的に管理 し決定する可能性を もつような生産関係の形

態｣12), 自主管理的生産関係の形態にもとづく社会的所有をうちたてる よりほ

かはないO ここから,社会主義的所有展開における労働者と生産手段の ｢直接

的な結合｣ という契機が基軸 としておしだされてくるようになり,それにとも

なって企業を基礎とする下からの展開とその ｢個別的労働｣ ｢個別的所有｣の

契樺が強調されてくるのである｡

このような初発の特殊性を規定したものとしては,いうまでもなく,1948年

スターリンによるコミンフォルム除名,これに抗して徹底 しておしすすめられ

てきた自主独立路線 と ｢国権主義｣ ｢官僚主義｣批判の運動,さらには,第二

次大戦中のパルチザン闘争以来のす ぐれた伝統など,自主性をめぐる ｢理念上

の先進性｣ とそれをささえる ｢運動上の先進性｣という主体的な要因をなによ

りもあげなければならないであろう｡とともに,他方では,それがユーゴにお

ける ｢生産の社会化｣水準の後進性に照応 した形態でもあった,というもうひ

とつの側面をもおさえておかなければならないように思われるO当時,企業の

多 くが手工業段階であり, その規模 も200人位で労働者の代表との直接的つな

が りが実感 しうるくらいの小さなものであり,企業のあいだをつなぐ市場経済

も十分発達 していないという社会的分業の水準であった｡5っの民族,6っの

共和国のあいだで統一国家形成以前のような割拠性が残存 し.また,農村出身

ll) カルデ.).Lu時津.山崎郡美子訳｢自主管理社会主義と非同盟｣,昭和53年.39ペー ジ ｡

12) 同上,4ページ｡
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や農村からの通いが多 くを占める労働者のあいだでも小所有者的意識が濃厚で,

自分の民族,地方や自分の職場の枠を こえた国家の所有であるということがす

ぐにほうけいれ られないような状況であったo

さて,企業を基礎 とする下からの ｢生産の社会化｣にかかわる特有の問題は,

1960牛代o)半ば以降,剰余労働 (M部分)の処分の分野,拡大再生産の分野に

も企業の ｢自主管理｣をつらぬいてい くというその展開の第二段階になって.

明瞭にあらわれて くるようになる｡そのような ｢白主管理｣の企業 と企業 との

あいだの連関を, とりあえずは主 として商品 ･市場的関係にたよってうちたて

ていくとい う枠組みのもとで1963年より開始された ｢高度成長｣は,周知のよ

うに,たちまちのうちに景気変動的懐向,慢性的なインフレーション,国際収

支の赤字.企業間格差や地域間格差,産業構造の不均衡,失業 と企業倒産など

という社会主義 らしからぬ経済的諸困難を表面化させ,68年には そ れ が ｢危

機｣ としてひとつの頂点に達するO くわえて, このなかで,技術 ･経済実務家

層-｢テクノクラー り 層の台頭 と ｢自主管理｣の間接化 ･形骸化といわれる

問題がおこってきたのである｡ これ らの意味は,次のようなところにあったと

いうことができよう｡すなわち,企業を基礎 とする下か らの ｢生産の社会化｣,

企業の ｢自主管理｣的蓄積は,剰余労働 (M部分)の生産手段-の転化におけ

る社会化の問題,生産手段の集積 と集中の問題,企業の枠をこえた社会的資本

の集中と流通の問題を不可避的にうみだすO ところが,企業の次元においては

自主管理的な統制の もとにおかれていたとして も,企業U)枠をこえた次元にお

いては自主管理的な統合のないままに,この社会的資本の管理 と処分の嶺域で

あらたにテクノクラー トがあらわれてきたのであるO この国家装置や銀行装置

のテクノクラー ト- ｢企業官僚｣の一定の蘇生をもたらすO

ここで問われていた課題は,労働者 と生産手段 との ｢直接的な結合｣ という

契故を基軸にすえなが ら,それ らの ｢社会的な統合｣をたんに企業的規模にと

どまらず全社会的規模にまで どのようにお しひろめてい くか. ということであ
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ったといえよう｡ この ｢社会的な統合｣が,社会的な労働生産性 と経済効率を

たかめ,社会的計画化をつよめてい く基礎をあたえるのであるO ところが,ユ

ーゴのような 】生産の社会化｣水準の低いところでこの課題にとりくむさいの

特別uj困難 もまた ここにあったC下からの企業の自主的蓄積は どうしても小規

模な短期的な消費志向的なものになりやす く,大規模な技術進歩と設備近代化

の課題,産業構造の転換の課題,前近代的な共和国間 ･地域間格差の解消の課

題にこたえきれず,生産力水準の後進性はいぜんとして克服されていかない.

｢生産の社会化｣水準の後進性は,｢自主管理｣導入の初発においてほむしろ

そのための促進要田とさえなるが, ｢社会的な統合｣の課題をまえにしては適

にその制約要因となってくるのである｡1960年代未の年産力水準の分析 と ｢自

主管理｣の危機の問題をあつかったユーゴのある研究は 18),その工業の全般的

な性格 として,①低い分業水準,④非大量生産,@低生産性の万能型装備とい

うことをあげ,約半数の労働者が手労働の場で働いている,と指摘 している｡

そして,生産力の発展の主要な特徴を,ひとつは,その外延的な性格 (生産力

の伝統的な構成のうえで量的に急速な発展がなしとけ られたが,現代的な科学

技術や労働組織など質的な構成の変化によるところはきわめてす くなかった),

もうひとつは,顕著なアウタルキー的な性格 (実際の技術的連関を無視 した地

域主義的アウタルキーと技術的統合の末発展な閉鎖的な梯能的アウタルキー)

としてえが きだ し, このようなところに足場をお く ｢自主管理｣を ｢クスター

リ的熟練｣｢クスター リ的経営:方法｣ と結びついた ｢未発達な種規の労働者 自

主管理｣ と呼んだO このなかか ら,いまこれを ｢現代的技術に も とづ いた｣
イソチyL,-シ z)I

｢産業的な｣｢統合化 された｣｢自主管理｣にかえてい くとい う課題が綻起さ

れるようになった として.具体的には,合同化などによる巨大企業や企業間の

契約関係 とい うかたちでの統合化などの展望が とりだされて くるのである｡

社会主義的所有における労働者 と生産手段の ｢直接的な結合｣の契機 とそれ

13) 仙IPOCJIatlrletlyLhHtl,̀ H̀allW 6yzLyLIlerO日.CoL岬 aJuLCJnaLLeCflaR ･ubLC･Gba nPafCmELfCa,
1969.12
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らの ｢社会的な統合｣の契機 との統一を もとめていかざるをえないとい う段階

に達 したとい う意味で.いままさにユーゴの ｢社会主義的 自主管理｣の展開は

正念場をむかえつつあるといってよいであろう01970年代にはいってうちださ

れつつあるあたらしい^向は.一方では, ｢自主管理｣の基蘇単位を企業の次

元か らもうひとつ下の ｢連合労働基礎組織｣ と呼ばれ るいわば事業部あるいは

職場の次元-おろす, とLともに他方では, ｢自主管理協定｣や ｢社会協約｣に

よってそれ らのあいだの社会的統合をはかってい く, とい うものであった｡ こ

の一見相矛盾するかのような方向の同時追求のなかに.現段階での特徴 とまた

困難がなによりもよく表現されているように思われるのであるO企業内分業の

発展,現代的な科学技術 と労働組軌 生産の大規模化 と合同化の発展にともな

うあらたな ｢テクノクラ- ト的支配｣の危険性にたい して, ｢自主管理｣を技

術的 ･経済的最小単位に下向的に徹底化させてい く｡同時に,社会内分業の発

展にともなって社会的統合化をつぎっぎと上向的にお しすすめ,社会的計画化

をつよめてい く｡ しか し,それは国家による上か らの計画化ではなく,あ くま

でも ｢連合労働基礎組織｣の自主的な管理 と決定がっ らぬかれ うる下からの積

みあげの統合化 とそれに もとづ く計画化 としてであるo

この解決の方向性が もつユニークさを評価 しなが らも,逆にそこにふ くまれ

る次のような問題を指摘 しておかなければならないであろう｡ひとつは,一方

で ｢生産の社会化｣, 専門化 と協業化, 合同化-の要求がますますつよくなる

のに対 して,他方で自主的な管理 と決定の 単位が 企業か ら ｢連合労働基礎組

織｣へおろされてい く, ということが もた らすギャ.ップの問題である｡そ して,

これにはユーゴにおける専門化 と協業化の現在の発展水準における ｢後進性｣

および企業内部の職場や労働者個人の自立性, 自主性のこれまでの発展水準に

おける ｢後進性｣がかかわ っているように思えるのであるO もうひとつは,下

か らの統合化 と下か らの計画化を上向的に箭みあげてい くというはあい,その

進展水準 と仝社会的規模での ｢社会的な統合｣ とのあいだにはまだまだ大 きな

距離が残され,社会的計画化 と社会的生産力の十分な課題達成にほほと違いも
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のがある,という問題であるDそして,これにはユーゴにおける全社会的規模

での,｢国家的所有｣のもとでの ｢社会的な統合｣の課題や国家装置 レベルで

の民主化の課題の提起における ｢制約｣がかかわっているように思えるのであ

る｡

ⅠⅤ

以上の検討のなかから,社会主義的所有の展開における ｢直接的な結合｣の

契機と ｢社会的な統合｣の契機 との相互関係に ｢生産の社会化｣の要田がどの

ようなかかわ りをもって くるか,､ということを 般的なかたちで整理をすると

すれば,次のようなことがいえるのではなかろうか｡

まず, 企業内分業にそくしては- (1) ｢単一工場型企業｣の ｢多数工場製

企業｣への移行についてみたように,そのいっそうの ｢専門化｣ と ｢協業化｣

が生産単位の自立性の変化をもたらすということである｡以前は自立 していた

生産単位がより大規模な総合的な全体のたんなる部分へと転化 してい くO生産

単位がよりふか く専門化 ･個別化するにともなって.それらの技術的 ･経済的

水準が均等化 ･平準化 し,それにもとづいてよりたかい協業化 ･統合化がおこ

なわれるのであるO(2) このような生産単位の自立性の変化を物質的基礎 とし

つつ,それが経済的な自主性のどのような方向の変化 となってい くかは,｢直

接的な結合｣をめぐる独自な運動の展開いかんによる?であり,かつての企業

の枠より上向して ｢生産合同体｣の自主性へと変化するばあいもあれば,下向

して事業部や職場の自主性-と変化するはあいもある｡ (3) さらに, これは

｢生産の社会化｣概念からその特殊なモメソトとしての ｢労働の社会化｣概念

-と具体化していくばあいのつながりであって,いよその接点だけをとりあげ

ておけば, うえのような ｢専門化｣ と ｢協業化｣にもとづく｢引二会的な統合｣

のあたらしい展開は,それぞれの生産単位の内部においてその全体を統括 し指

揮 .監督 ･調整する精神的労働の機能を変化させるであろうということである｡

それは,またそれぞれでの熟練労働と非熟練労働との相互関係などの変化とも
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結びついているものであった｡(4) しかしながら,同様に,それ らの労働のあ

いだでの決定と管理における自主性や民主化のためには,ここでも ｢直接的な

結合｣をめぐる独自の運動の展開が必要とされるであろうということである｡

ここには.たんなる ｢社会的な統合｣の赦能にとどまらない精神的労働と肉体

的労働とのあいだの ｢支配-従属｣のヒエラルヒ-的な関係,テクノクラー ト

や官僚による支配の問題,それにたいする ｢自主管理｣や民主化の課題など,

質を異にする次元がかかわってくるからである.

つぎに, 社会内分業にそくして- (1) ｢専門化｣ と ｢協業化｣,｢合同化｣

などが企業 と企業とのあいだのさまざまな形態での ｢社会的な統合｣を発展さ

せるO この企業間構造の変化の問題に くわえて, たとえば ｢在来型重工業部

門｣から ｢先端産業部門｣-といった部門間構造の変化の特有の問題があるO

なお,この社会内分業の発展にかんしては,このような ｢生産の社会化｣の要

田からするいわば生産の構造の側からの変化とならんで,欲求の構造の側から

の変化をもあわせてみてみなければならないであろう｡(2) ｢労働の社会化｣

概念とのつなが りでその接点だけをとりあげておけば,これ らの社会内分業に

おける ｢社会的な統合｣, 社会化の発展は, それら全体を社会的に統括する精

神的労軌 公務労働の機能を変化させるであろうということである｡(3) しか

しながら,ここでも,国家的次元での精神的労働と肉体的労働 とのあいだの

｢支配-従属｣のヒエラルヒー的な関鳳 官僚制など,たんなる ｢社会的な統

合｣の機能 とは次元を異にする問題がかかわってくるた釧 こ,民主化の課題,

｢直接的な結合｣をめぐる独 自の運動の展開が必要とされるであろうというこ

とである｡

このように, ｢生産の社会化｣oj発展は,生産単位の内部における ｢社会的

な統合｣ とそれを統括すべき精神的労働の椀能を変化させる,また諸生産単位

の自立性を変化させる,さらに企業間構造と部門間構造の変化にともなう ｢社

会的な統合｣とそれを全社会的規模で統括すべき精神的労働の枚能を変化させ

るOそして,そのことによって, ｢直接的な結合｣があらたに展開されるべき
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物質的基礎をうみだしていく｡ しか し,それは, 自主性や民主化の課題をめぐ

る独自の主体的な運動の展開をまってはじめて,企業の経済的な自主性 として.

あるいは企業の次元および国家の次元での精神的労働 と肉体的労働 とのあいだ

のヒエラルヒt的な関係における変革 として,実現されてい くであろう｡

ところが, ｢生産a)社会化｣水準o)後進性を基底にかかえるようなところに

あっては, この ｢直接的な結合｣の軸 と ｢社会的な統合｣の軸 とのあいだの相

互関係の展開がrT]滑ではなく,たえざるきびしい緊張関係におかれざるをえな

いというのが特徴的であるように思われる｡ ソ連において,上か らの ｢社会的

な統合｣は, ｢万能型企業｣ という企業内分業においても,また ｢在来型重工

業｣への圧倒的な傾斜という社会内分業においても,熟練労働 と非熟練労働,

精神的労働 と肉体的労働 との統一のための物質的基礎の形成 という点からみて

大 きな制約を残すものであった｡それだけに.自主性や民主化のための課題,

｢直接的な結合｣をめぐる運動の自乗化された展開が必要とされたのであろう

那,その後1930年代の ｢工業化｣ ｢集団化｣期をつうじて周知のような否定的

な結果が もたらされていったのである｡他方で,このアンチテーゼとしてのユ

ーゴにおいてほ, ｢直接的な結合｣の葵城の強調が下からのそれ としてしかう

ちだされえず, ｢社会的な統合｣, なかんず く上か らのそれの大 きなたちお く

れを残 したままであったOそして,そのことが,国家の次元における民主化の

課題の提起の 不十分さをまねき, また企業の内部においても ｢自主管理｣ を

｢クスターl)的｣ ｢7ウタルキー的｣な賀or)低いものにとどのさせることにな

っていたのである｡ しかしなが ら, このようなきびしい相互関係のなかからで

はあれ,上からの ｢社会的な統合｣の展開はやがて下からの自主性の課題を捷

起 し,また下からの ｢直接的な結合｣の展開は上向的な ｢社会的な統合｣の罪

題を提起せさるなえないようにするOわれわれは, ここに社会主義的本質の復

元力ともいうべきものをみうるのではないかと考えるのであるが,この段階に

おいても, ｢直接的な結合｣の軸 と ｢社会的な統合｣の軸とのあいだの新 しい

かたちでの緊張関係がつきまとう｡ ソ連においては,企業の自主性の不十分な
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開花のまま ｢社会的な統合｣がもうひとつ上の ｢生産合同体｣ の次元ですすめ

られようとする｡ユーゴにおいては, ｢自主管理｣を企業の内部に徹底化させ

ていかなければならないということと上向的な ｢社会的統合｣とのギ ャップを

残 したままである｡社会主義的所有における ｢直接的な結合｣の契機と ｢社会

張関係のなかで貯余曲折をたどってしか達成されていかないところに, ｢後進

性｣のあらわれをみることができるように思うのである｡

しかし.このような矛盾をもつ過程の総体をあきらかにするためには,いう

までもなく, ｢生産の社会化｣という要因だけにとどまらず, 冒頭でふ れ た

｢経済運営のメカニズム｣にかかわる要乱 および ｢階級諭- 国家論｣にか

かわる要因そのものを正面からとりあげていかなければならないであろう｡わ

れわれは,前者の要田にたいしては, ｢生産の社会化｣の分析からとりだして

きた生産単位の自立性や全社会的規模での ｢社会的な統合｣などを連結環 とし

て,また.後者の要因にたいしては,同じく ｢社会的な統合｣ と精神的労働の

磯髄変化, ｢労働の社会化｣概念への具体化などを連結環として,これらに接

近 していくことができるのではないかと考えるのである｡


